
平成31年度 平成30年度 比 較 増 減 率

4,362,290 4,532,235 △ 169,945 △ 3.7
1,729,799 1,532,167 197,632 12.9

国 民 健 康 保 険 （ 事 業 勘 定 ） 476,043 468,020 8,023 1.7
国民健康保険(直営診療施設勘定) 362,815 413,557 △ 50,742 △ 12.3
介 護 保 険 （ 保 険 事 業 勘 定 ） 380,388 347,074 33,314 9.6
簡 易 水 道 428,082 213,356 214,726 100.6
後 期 高 齢 者 医 療 82,471 90,160 △ 7,689 △ 8.5

122,860 115,810 7,050 6.1
旅 客 自 動 車 運 送 事 業 122,860 115,810 7,050 6.1

6,214,949 6,180,212 34,737 0.6

単位：千円、％

【村債】 前年度比△368,800、△36.0％

【繰入金】 前年度比+217,792、+69.3％

【使用料及び手数料】前年度比△37,722、△23.8％

【財産収入】　 前年度比+24,100、+142.4％

単位：千円、％

【投資的事業】 前年度比△256,966、△15.3％

【公債費】 前年度比+47,697、+23.1％

【人件費】 前年度比+38,089、+5.9％

【補助費等】 前年度比+33,668、+10.1％

職員給料や共済組合等負担金、勤勉手当等で増になり
ました。

国庫支出金返納金や多摩島しょ子ども体験塾で増になり
ました。

（単位：千円、％）

2.一般会計歳入予算の内訳

3.一般会計歳出予算の内訳

火葬場新設整備事業債やみやけ保育園増築事業債で減
になりました。

土地開発基金繰入金や財政調整基金繰入金、ふるさと振
興基金で増になりました。

火葬場新設整備事業やみやけ保育園増築事業、残土処
分場整備事業等の完了に伴い減になりました。

多目的施設整備事業債等の元金償還開始に伴い増にな
りました。

残土処理手数料及び村営住宅使用料で減になりました。

不動産売払収入で増になりました。

平成31年度三宅村当初予算の概要

公 営 企 業 会 計

合　　　　　　　　　　計

会　　　計　　　別

一 般 会 計

特 別 会 計

1.会計別予算額

　平成31年度における三宅村各会計の当初予算が、3月定例議会において成立しましたので、その主な
内容についてお知らせします。
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8,000 
0%

歳入予算

4,362,290
[単位:千円

％は構成比]

歳出予算

4,362,290
[単位:千円

％は構成比]

主な増減理由

主な増減理由



区分 事業名 事業費 区分 事業名 事業費 

職員住宅管理 42,878 商工費 夕景浜温泉維持管理 3,870

情報通信基盤施設管理 2,500 残土処分場新設整備事業 375,738

友好町村親善 12,420 村道舗装補修工事 30,000

社会福祉施設費 1,296 海岸部村道保護事業 13,100

三宅村老人福祉館 10,266 橋梁点検・補修事業 13,400

保育所運営 1,955 安全施設整備事業 10,545

児童遊園管理 6,864 一般管理費 22,175

中央診療所医療機器更新 3,742 村営住宅改修事業 70,847

火葬場管理 6,551 防災行政無線管理 491

クリーンセンター管理 62,926 二酸化硫黄濃度常時観測 9,720

汚泥再生処理センター管理 9,281 三宅島活動火山対策避難施設管理 4,602

合併処理浄化槽設置費補助 900 安全確保対策 8,800

山村・離島振興施設整備事業 70,669 防災行政無線デジタル化 486,137

八重間ストックマネジメント事業 35,045 消防施設環境整備 3,786

阿古魚箱倉庫改修事業 9,900 小学校施設整備事業 6,198

砕氷機供給設備事業 8,680 中学校管理費 1,212

定置網新規設置事業 6,300 中学校施設整備事業 31,745

観光案内板改修事業 5,460 中学校空調機整備事業 3,536

ふるさと体験ビレッジ運営 7,212 社会教育施設管理 322

三宅島野鳥公園管理 3,333 諸支出金 交通事業補助 20,778

4.地方債残高の推移

5.積立基金残高の推移

単位：千円

6.投資的事業

単位：千円

単位：千円

商工費

衛生費

農林水産
業費

土木費

消防費

教育費

総務費

民生費

2,143,377 2,143,843 2,164,039 

1,634,545 
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

基金で代表的なのは、財

政調整基金です。家庭でい

う普通預金にあたり、単年

度の収支をやりくりするの

に使います。一方、地方債

の返済に充てるための減債

基金と、環境整備等特定の

目的のために使うための特

定目的基金があります。

2,372,835 2,487,102 

3,328,879 
3,777,848 
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4,000,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

地方公共団体が財政収入

の不足を補うために行う借

入金のうち、1会計年度を

超えて返済される長期借入

金を地方債といいます。

本年度は、防災行政無線

デジタル化整備事業等の財

源として起債を予定してい

るため前年度と比較して増

加しています。

地方債とは

積立基金とは


